（別　添）


応募書類の作成・記入要領

１．応募に必要な書類は以下のとおりです。

　また、提案書受領の通知のためのはがき１枚（別記１）、提出書類チェックシート（新規応募課題は別記２、継続応募課題は別記３）も併せて提出してください。提出書類は日本語で、活字体（手書きは不可）にて作成してください。

なお、複数の個人、グループ及び研究機関で研究開発チームを構成する場合には、研究開発全体を総括する者（以下、「交付申請者」という。）を定め、交付申請者と共同研究者の連名で全提案書類を一括して提出してください。その際、交付申請者は他の共同研究者と調整の上で、新規応募課題は下記の様式Ａ－１からＡ－７、様式Ｂ－１からＢ－５までの書類を、継続応募課題は下記の様式Ｃ－１からＣ－６までの書類を作成してください。

○応募時に提出いただく書類

【新規応募課題】

（様式Ａ）

①（様式Ａ－１）フェースシート

②（様式Ａ－２）提案概要

③（様式Ａ－３）個別研究開発項目の概要

④（様式Ａ－４）研究開発の波及効果と革新性の概要

⑤（様式Ａ－５）研究開発の将来性

⑥（様式Ａ－６）研究開発年次計画・経費の見込み

⑦（様式Ａ－７）研究者データ

（様式Ｂ）

①（様式Ｂ－１）参加者名簿

②（様式Ｂ－２）建設技術研究開発費補助金承諾書

③（様式Ｂ－３）建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

④（様式Ｂ－４）所要経費の見込額

⑤（様式Ｂ－５）本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

※様式Ａ－１とその他の様式の記載内容が異なる場合は、様式Ａ－１の記載内容を優先します。

【継続応募課題】

（様式Ｃ）

①（様式Ｃ－１）フェースシート

②（様式Ｃ－２）研究目標の概要・成果の概要

③（様式Ｃ－３）研究開発年次計画・経費の実績及び見込み

④（様式Ｃ－４）所要経費の実績及び見込み額

⑤（様式Ｃ－５）研究成果の公表等の状況

⑥（様式Ｃ－６）自己評価結果（研究代表者用）

２．提出書類はすべてＡ４版とします。また、様式Ａの作成にあたっては、以下の点に注意してください。

　　　　ア）フェースシートが表紙となるよう両面印刷にする。

　　　　イ）各ページの中央下に通りページ番号を付する。

　　　　ウ）奇数ページの右下に交付申請者の氏名を記入する。
　　※様式Ｂ及び様式Ｃは片面印刷でかまいません。
３．書類は１部ずつ左上角をクリップで留め、３部提出してください。

提案書受領通知はがき

提案書受領の通知を交付申請者あて通知しますので下記に示した内容のはがきを1枚同封してください。（記入は手書き（楷書）でもかまいません。）

[image: image1.emf]（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ

（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号も忘れずに記入してください。



（表面）



　　（裏面）

提出書類チェックシート（新規応募課題）

＊提出書類について欠落がないかチェックの上、本状も提出願います。

本チェックシートは複数の個人、グループ及び研究機関でチームを組んで応募する場合も含め、応募１件につき１枚のシートでチェックしてください。

	研究開発課題名（全体）
	


	□　提案書受領通知はがき　１枚


	提　出　書　類

	（様式Ａ）

□　フェースシート

□　提案概要

□　個別研究開発項目の概要

□　研究開発の波及効果と革新性の概要

□　研究開発の将来性

□　研究開発年次計画・経費の見込み

□　研究者データ

（様式Ｂ）

· 参加者名簿

· 建設技術研究開発費補助金承諾書

· 建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

· 所要経費の見込額

· 本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

· 企業の定款及び財務諸表


	（様式Ａ－１）

（様式Ａ－２）

（様式Ａ－３）

（様式Ａ－４）

（様式Ａ－５）

（様式Ａ－６）

（様式Ａ－７）

（様式Ｂ－１）

（様式Ｂ－２）

（様式Ｂ－３）

（様式Ｂ－４）

（様式Ｂ－５）

＊企業が提案する場合のみ




　□　上記の書類については、３部を提出願います。

　□　提出書類は１部ごとに左上角をクリップで留めてください。

（様式Ａ－１）
平成　１９　　年　○　月　○○　日

フ　ェ　ー　ス　シ　ー　ト

（基礎・応用研究）

	整理番号※
	
	受付番号※
	

	注）※印：事務局記入欄

	研究開発課題名
	○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発

	テーマ番号
	テーマ５

	今年度交付希望額
	１４，５００
	（千円）

	申請者（研究代表者）

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	生年月日

（西暦）
	１９６１年　○月　２５　日

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.jp

	所　属

（勤務先）
	○○大学　工学部　建設工学科
	職名：助教授

	最終学歴
	○○○大学　工学科○○博士課程修了
	専門分野：コンクリート工学

	学位等
	工学博士（○○○大学）

	事務局コメント欄※

	


（様式Ａ－２）

提案の概要

１．研究開発の概要・目標
（1） 研究開発課題名

	○○を用いた○○骨材反応の計測・補修システムの開発


（2） 研究開発の概要

	土木構造物の○○反応によるコンクリートの劣化因子である○○を効率的・効果的に計測・補修するため、○○による計測システムを開発する。・・・・・・

（課題の概要を分かりやすく記載してください。）


（3） 研究開発の目標

	１）○○の計測システムのモデルを構築する。

２）構築した計測システムの精度を○％以上まで向上させる。

（研究開発期間終了時に達成可能な目標を具体的に（数値的目標等）記載してください。）


（4） 目的実現の手段

	○○のデータを集積し、○○の等の文献調査より、○○のシステムを開発する。・・・・・

（目標実現のための根幹となる技術、機器、手法、モデル等を「実現可能性」の観点から具体的に記載してください。）


（5） 研究開発の革新性

	○○の理論を導入した補修システムであること。また、・・・・・・

（従来の研究開発にない新規性・斬新性を、既存の建設技術に比べた場合の優位性等といった「技術革新性」における観点から具体的に記載してください。）



２．研究開発の進展、成果がもたらす利点
（1） 期待される成果

	・○○骨材反応の○○による計測を迅速化し、診断に係わる時間を短縮しコストダウンが可能。

（「知的所有権を取得できる」「実用化の目途が立つ」等、当該研究開発の成果が建設分野の技術革新を推進し、建設技術の高度化等に資するといった「技術革新性」の観点を交えて具体的に記載してください。）


（2） 期待される効果

	・○○の補修システムより維持管理等の社会的コストが低減する。

・このシステムはコンクリート構造物全般に適用可能であるため、国土基盤整備の健全な発展に繋がる。

（「新たな施工法が確立される」「環境負荷の低減に貢献できる」「国土基盤整備の健全な発展に繋がる」等の「社会性」の観点から具体的に記載してください。）


（様式Ａ－２）

３．研究開発の概要図

	・提案いただいた研究開発課題の全体概要が分かるよう、個別の研究開発項目をフロー図にまとめてください。

（例）




申請者氏名　国土　太郎
（様式Ａ－３）

個別研究開発項目の概要

個別の研究開発項目毎に、研究開発目標、研究担当者、実施場所及び概要などについて記述してください。

・研究開発項目名

	（１）○○の選択システムの開発


・研究開発目標
	○○と○○を容易に選択可能なシステムを開発する。

（研究開発期間終了時に達成可能な目標を具体的に（数値的目標等）記載してください。）


・研究担当者

	氏　　　名
	年齢
	所属（学校名等）

	○○　○○
××　××

	４６
３８


	○□大学大学院○○工学科
△×株式会社□□部




・研究担当者の選出理由
	申請者である○○○○と共同研究者である××××は、平成○年より本システムの開発について共同研究を行っており、深い知見を有しているため。


・研究開発の実施場所
	○□大学（△△市）、△×株式会社○○研究所（□□市）


（様式Ａ－３）

・個別研究開発項目の概要
	・個別研究開発項目の概要及び研究開発の現況を記載してください。また、想定される具体的な研究開発成果を含めるとともに、本研究開発終了後、その成果の活用方策（特許取得による新技術開発、共通基盤の整備により応用研究に着手する等）について分かりやすく記述してください。




注）個別研究開発項目の項目数だけ、本様式（様式Ａ－４）を追加しご記入下さい。

申請者氏名　国土　太郎　
（様式Ａ－４）
研究開発の波及効果と革新性の概要

当該研究開発終了後の波及効果の概要と実施する研究開発の革新性についての説明を記載してください。

１．波及効果の概要

	


①住宅・社会資本整備の分野、また国民生活、経済活動に及ぼす具体的な貢献内容

②実用化への見通し

	


（様式Ａ－４）

２．研究開発の革新性

	


申請者氏名　国土　太郎
（様式Ａ－５）

研究開発の将来性（イメージ図）

当該研究開発が終了し、研究開発の成果が実用化したときに、何が可能となるのか、将来的にさらにどのような発展性があるのか、その構想をイメージ図にまとめて下さい。

・本様式に視覚的に判りやすい図にまとめて下さい。

　・住宅・社会資本整備の分野、また国民生活、経済活動にとってどのような意味を持つのかについての説明を含めて下さい。

	・イメージ図の様式は自由ですが、Ａ４用紙１枚に、視覚的に分かりやすい図にまとめてください。

・住宅・社会資本整備の分野、また国民生活、経済活動にとってどのような意味を持つのかについての説明を含めてください。




（様式Ａ－６）
「研究開発年次計画・経費の見込み」

単位：百万円

· 研究開発期間が３年の場合の例

	研究開発項目
	平成１９年度
	平成２０年度
	平成２１年度

	直接経費
	17
	14
	7

	(1)○○にデータ処理システム

(2) △△に関する予測システム

(3)○○補修方法の開発

	○○の分析


8

○○の分析


3

○○の検証


6


	○○の検証


6

△△システム構築

5

○○補修方法の開発

3


	とりまとめ


3
△△システムの試用


2
とりまとめ


2


	間接経費
	5.1
	4.2
	2.1

	合　　計
	22.1
	18.2
	9.1


（注）　

・主な研究開発項目毎に記載して下さい（線表の下に見積額を記入するとともに、大型装置（単価が１千万円を超えるものが目安）を購入、製作する場合は、その名称も記載してください）

・間接経費は、直接研究費の３０％相当で計上することになります。

申請者氏名　国土　太郎
（様式Ａ－７）
研　究　者　デ　ー　タ

１．氏名・年齢（生年月日）

	ふりがな

氏　　　名
	年齢
	生年月日（西暦）

	こくど　たろう
国土　太郎
	４５
	１９６１年○月２５日


２．（所属機関がある場合）所属機関名・部署名・職名・連絡先

	所属機関名

（勤務先）
	○○大学
	部署名
	工学部　建設工学科

	
	
	職　　名
	助教授

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○

	
	
	FAX：０３-○○○○-１２３４

	
	
	E-mail：t.kokudo@oo.ｊｐ


３．最終学歴

	○○○大学　工学科○○博士課程修了


４．研究歴（主な職歴と研究内容）

	年　月
	職　歴
	研究内容

	１９７○．４

１９８○．８
	○○大学助手

○○大学助教授
	○○コンクリート材料実験

○○○○検証研究


（様式Ａ－７）
５．受賞歴、表彰歴

	年　月
	受賞名・内容

	１９８○．８
	○○学会「○○技術研究賞」



６．研究成果等

　・主な研究論文及び著書

	1)
	鉄筋コンリートの内部○○○に関する研究報告（1998～2000年）○○学会○○論文報告集

	・特許等取得件数：　０　　件

・研究成果：研究報告「○○に関する調査報告、○○県」２００１年５月


７．現在、応募・受入れている補助金等

（財団法人の研究助成事業等、国以外が行っている助成制度も含む。）

	制度名
	研究課題名
	実施(予定)期間
	予算額
	ｴﾌｫｰﾄ

	財団法人○○　平成１７年度○○に関する基礎研究費

	鉄筋コンクリートの○○○による△△△に関する研究
	・H18.4.1～H20.3.31(実施中)
	・20,800千円
	・３０％


	１５（％）


８．本研究課題に対するエフォート：

注）研究に参加する人数分の様式（様式Ａ－７）を追加し、作成下さい。
申請者氏名　国土　太郎

（様式Ｂ－１）

参加者名簿

	申請者（助成研究者）

	ふりがな

氏　　名
	こくど　たろう

国土　太郎
	生年月日

（西暦）
	１９６１年　○　月２５日

	連絡先
	（〒○○○－○○○○）

東京都港区○○５－３－２
	TEL：０３-○○○○-○○○○
FAX：０３-○○○○-１２３４
E-mail：t.kokudo@oo.jp


	共同研究者

	ふ　り　が　な

氏　　　　名
	所　　属

（勤務先）
	連　絡　先

	こうつう　たろう

交通　太郎
	○□大学大学院○○工学科
	TEL：　　０３-○○○○-９８７６

FAX：　　０３-○○○○-９８７５
E-mail：　t.koutu@oo.jp

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　

FAX：　　

E-mail：　

	
	
	TEL：　　
FAX：　　
E-mail：　



	
	
	TEL：　　
FAX：　　
E-mail：　

	
	
	TEL：　　
FAX：　　
E-mail：　


注）研究に参加する研究者全員が記載できるよう様式（様式Ｂ－１）を追加して下さい。
（様式Ｂ－２）

平成１９年　○　月　○　日

　　　　　　　　　　　　建設技術研究開発費補助金承諾書

交付申請者の所属機関・職名、氏名

　○○大学　工学部　建設工学科　助教授　国土　太郎
研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成１９年度～平成２０年度）

標記研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　共同研究者　所属機関・職名、氏名、印

　　　　　　○□大学大学院○○工学科
　　　　　　　　　　　　　　　　助教授　交通　太郎　　　　　　　　　　　　　　

（注）

１．本承諾書は、共同研究者が上記研究開発課題に関して、交付申請者との位置関係を明確にするもので、課題提案時に提出するものである。

　　なお、補助金交付内定以降、新しく加わる研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともにその都度提出すること。

２．同一の研究開発課題について、複数の研究者が参加する場合は、共同研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

（様式Ｂ－３）
平成１９年　○　月　○　日

建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

国土交通大臣殿

研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　平成１９年度～平成２０年度）

所属機関・職名、氏名

○○大学　工学部　建設工学科　助教授　国土　太郎
　当機関に所属する上記の者が、標記の研究開発課題の［交付申請者、共同研究者］となることを承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関長の職名、氏名　職印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○大学　学長　○□　○○　　　

（注）

１．所属機関長の職名・氏名、職印については、学部長又は研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されている時は、これらの部局の長の氏名、職印で差し支えない。

２．本書における「承諾内容」は、下記の通りです。

　　・当該研究開発を所属機関の業務（公務）の一部として行うこと。

　　・当該研究開発を実施する際、所属機関の施設を使用すること。

・当該研究開発の実施に際し、所属機関による経理等の事務的支援を受けられること。

３．所属機関長は上記研究者の研究開発課題における立場・役割を交付申請者、共同研究者から選択して記載すること。

４．同一の研究開発課題について、同一の機関から複数の研究者が参加しようとする場合は研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

５．本承諾書は、建設技術研究開発費補助金の応募の際に一度提出すれば、所属機関に変更がない限り、同一研究開発課題について次年度以降改めて提出する必要はない。

なお、補助金交付内定以降、新しく研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともに必ず提出すること。

（様式Ｂ－４）

所要経費の見込額

研究開発課題名（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	※研究開発期間が３年の場合の例
	資　金　計　画
	総　額

	実　施　年　度
	19年度
	20年度
	21年度
	

	経　　費　　見　　込　　額
	総計
	7.8
	6.7
	6.7
	14.5

	
	直接研究費
	6
	5.2
	5.2
	11.2

	
	設備備品費

（内容）

　　（例）〇〇装置
消耗品費

旅費

謝金

賃金

役務費

委託費

その他（内訳）

　　印刷製本費

　　通信運搬費

　　光熱水料

　　会議費

　　労働者派遣事業者からの研究開発補助者派遣

特許申請に必要な経費

　　借料及び損料（リース料）

（内容）
（例）ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ

	3.8
3.8
0.5
0

0

0

1.2
0

0.5
0
0

0
0

0

0

0

0.5
0.5
	3.2
3.2
0.4
0.2

0.3

0.4
0.6
0

0.1
0.1
0

0
0
0

0

0

0

0
	3.2
3.2
0.4
0.2

0.3

0.4
0.6
0

0.1
0.1
0

0
0
0

0

0

0

0
	7.0
7.0
0.9
0.2

0.3

0.4
1.8
0

1.5
0.1
0
0
0

0

0
0

0.5
0.5

	
	間接経費（直接研究費の３０%相当）
	1.8
	1.5
	1.5
	3.3


（注）
・研究開発全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記述してください。

・50万円以上の備品を購入しようとする場合は、リースにできない理由書及び機種選定理由書を添付してください．

・委託費が申請する補助額の50％を超える場合は、その理由書を添付してください。

・研究開発設備の購入経費が、補助額の90％を超える場合は、単なる設備購入の計画でないことの説明書を添付してください。

（様式Ｂ－５）

本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

（１）○○にデータ処理システム
	設　備　名
	所　有　機　関

	●△測定器
	〇〇大学

	
	


（２）△△に関する予測システム
	設　備　名
	所　有　機　関

	○○材料実験装置
	〇〇大学

	
	


（３）○○補修方法の開発
・　（以下、研究項目毎に使用する既存設備を記載）

　　　・構造解析システム

　　　・

（注）

設備に関しては、必要に応じて適宜説明や参考資料を添付してください。
＊裏面には何も記入しないでください。











交付申請者の住所及び氏名





切手貼附


のこと















